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2023 年 5 月 24 日 

各      位 

 

 

 

支配株主等に関する事項について 

当社のその他の関係会社である三菱商事株式会社および三井物産株式会社について、支配株主等に関する事項

は下記のとおりになりますので、お知らせいたします。 

記 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

   （2023 年 3 月 31 日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券が上場されて

いる金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

三菱商事株式会社 
その他の 

関係会社 
26.89 － 26.89 

株式会社東京証券取引所 

 

三井物産株式会社 
その他の 

関係会社 
21.92 － 21.92 

株式会社東京証券取引所 

株式会社名古屋証券取引所 

証券会員制法人札幌証券取引所 

証券会員制法人福岡証券取引所 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

（1） 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との取引関係や 

人的・資本関係 

三菱商事株式会社は、当社の議決権を 26.89％所有する筆頭株主及びその他の関係会社であり、 

製品の主要販売代理店であります。また、当社社外監査役 1 名が同社の従業員であり、出向者も 1 名同

社より受け入れております。同社の子会社である株式会社 MC アグリアライアンスは原材料の主要仕入

先（23.3％）であります。 

  

三井物産株式会社は、当社の議決権を 21.92%所有するその他の関係会社であり、原材料の主要仕入先

（42.8%）、製品の主要販売代理店であります。 

また、当社社外監査役 1 名が同社の従業員であり、出向者も 1 名同社より受け入れております。 

会 社 名  か ど や 製 油 株 式 会 社  

代表者名  代表取締役社長 久 米 敦 司 

             （コード：2612 東証スタンダード） 

問合せ先  執行役員 

                管理本部長   高 野 純 平 

           （電話番号：03－6721－6957） 
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なお、当社の事業活動については、三菱商事株式会社及び三井物産株式会社の承認事項など制約はなく、

取締役会や経営会議において独自の経営判断を行っていることから、当社の独立性は確保されていると考

えております。 

 

（2） 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社等やその 

グループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等 

 

    三菱商事株式会社および三井物産株式会社は、当社にとって大口かつ安定した取引先でありますが、 

両社の業績により当社の生産及び販売において大きな影響を受ける可能性は低いものと考えております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

属性 
会社等 

の名称 
資本金 

事業の 

内 容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引 

金額 
科 目 

期 末 

残 高 
役員の

兼任等 
事業上の関係 

その他の

関係会社

（当該そ

の他の関

係会社の

親会社を

含む） 

三菱商事㈱ 
百万円 

204,446 
総合商社 

（被所有） 

直接 

26.89% 

― 

製品の主要販売代

理店であります。 営業取引 

販売代理店

手数料 

（注 2.3） 

百万円 

46 

売掛金 

（注3）

百万円

1,106

三井物産㈱ 
百万円 

342,560 
総合商社 

（被所有） 

直接 

21.92% 

― 

原材料の主要仕入

先 (42.8%) であり

製品の主要販売代

理店であります。 

営業取引 

販売代理店

手数料 

（注 2.3） 

百万円 

140 

売掛金 

（注3）

百万円

2,914

原材料等の仕入 

（注 2） 

百万円 

7,282 
買掛金 

百万円

964

そ の 他

の 関 係

会 社 の

子会社 

 

㈱MCアグリ 

アライアンス

百万円 

300 

食品原料

の輸入・

販売 

― ― 

原材料の主要仕入

先（23.3%）であり

ます。 
営業取引 

原材料の仕入 

（注 2） 

百万円 

3,968 
買掛金 

百万円

706

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

1. 上記の金額の内、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2. 製品の販売及び原材料の購入等についての価格その他の取引条件は、他の取引先と同様の条件であります。 

3. 製品の販売に関する取引において、取引金額については販売代理店手数料を記載し、期末残高については

販売代理店手数料を除く顧客との取引から生じる債権の残高を記載しております。 

以  上 


